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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陸地沿岸域を航行する複数の船舶でそれぞれＧＰＳ測位情報、ジャイロコンパス情報、
対水船速情報を含む情報を所定の条件で取得し、これらの情報を情報取得時刻を含んだ沿
岸海流個別情報として記憶し、これら記憶した沿岸海流個別情報を携帯電話回線あるいは
無線ＬＡＮを含む無線通信手段で所定間隔であるいは通信可能な機会に送信し、受信した
前記沿岸海流個別情報を処理して前記沿岸海流個別情報の取得状況に応じた予測確率を算
出し前記複数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データを得て、この沿岸海流
観測データを別途入手した広域海流予測データに適用することでこの広域海流予測データ
を補正して沿岸海流予測データを得ることを特徴とする海流データ同化方法。
【請求項２】
　前記対水船速情報として対水船速計（ＬＯＧ船速計）の情報を用いたことを特徴とする
請求項１項記載の海流データ同化方法。
【請求項３】
　前記沿岸海流個別情報として前記船舶の識別情報を送信することを特徴とする請求項１
あるいは２記載の海流データ同化方法。
【請求項４】
　前記無線通信手段で送信ができなかった場合に、通信可能な場所に移動後に送信を試み
るかあるいは前記複数の船舶のうちの他の船舶を介して送信を試みることを特徴とする請
求項１乃至３のうちの１項記載の海流データ同化方法。
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【請求項５】
　前記沿岸海流予測データを蓄え、必要に応じ時系列的に提供可能にした請求項１乃至４
のうちの１項記載の海流データ同化方法。
【請求項６】
　前記沿岸海流個別情報は、前記船舶の位置情報と情報取得時刻とを紐付けし区分けした
情報であることを特徴とする請求項１乃至５のうちの１項記載の海流データ同化方法。
【請求項７】
　前記沿岸海流予測データを前記複数の船舶以外の陸地沿岸域航行中もしくは航行予定の
船舶あるいは船舶の統括部門にも必要に応じて配信することを特徴とする請求項１乃至６
のうちの１項記載の海流データ同化方法。
【請求項８】
　前記沿岸海流予測データは、前記広域海流予測データよりも短い時間間隔で得ることを
特徴とする請求項１乃至７のうちの１項記載の海流データ同化方法。
【請求項９】
　船舶に搭載したＧＰＳと、ジャイロコンパスと、対水船速取得手段と、これらの取得情
報を情報取得時刻を含んだ沿岸海流個別情報として記憶する記憶手段と、これら記憶した
沿岸海流個別情報を携帯電話回線あるいは無線ＬＡＮを含む無線通信手段で所定間隔であ
るいは通信可能な機会に送信する通信手段と、この送信された前記沿岸海流個別情報を受
信する受信手段と、この受信した前記沿岸海流個別情報を処理して前記沿岸海流個別情報
の取得状況に応じた予測確率を算出し前記複数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流
観測データを得る沿岸海流観測データ処理部と、この沿岸海流観測データを別途入手した
広域海流予測データに適用してこの広域海流予測データを補正して沿岸海流予測データを
得る沿岸海流予測データ処理部とを具備することを特徴とする海流データ同化システム。
【請求項１０】
　前記対水船速取得手段として対水船速計（ＬＯＧ船速計）を用いたことを特徴とする請
求項９記載の海流データ同化システム。
【請求項１１】
　前記対水船速取得手段を船舶のプロペラ仕様と、プロペラ回転数と、機関動力とより対
水船速を算出する手段として構成したことを特徴とする請求項９記載の海流データ同化シ
ステム。
【請求項１２】
　前記沿岸海流個別情報は、前記船舶の位置情報と情報取得時刻とを紐付けし区分けした
情報であることを特徴とする請求項９乃至１１のうちの１項記載の海流データ同化シス
テム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、陸地沿岸域の海流予測データを船舶の観測データに基づいて予測し、特に信
頼性の高い海流予測データを提供することができる海流データ同化方法および同化システ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、船舶の運航に関しては航行前に出発時間、所定の地点の通過時間や到着時間
等の運航スケジュールを作成する。貨物や人等の運搬・輸送を目的とする貨物船や旅客船
等は、作成された運航スケジュールを遵守しなければならないことから、航行予定時の気
象・海象の状況を予測して、到着地点までの最短航路や船舶の最適速度等の最適航海計画
を立てるのが通例となっている。特に海流は、船舶の航行に大きな影響を及ぼす。たとえ
高速船であっても、海流を考慮する（利用する）としないとでは、運航スケジュールばか
りでなく、経済的効果、環境負荷にも大きな差異が出てくる。たとえば東京と沖縄との間
の旅客船は、東京から黒潮の流れに逆らって行き、流れに乗って帰ってくるので、２０ノ
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ットがでる船舶でも行きと帰りとでは数時間の差が出ることがある。この場合１ノットの
流れに乗ることができれば、２０％の省エネを図ることができ、相当分のＣＯ２等の環境
負荷低減が図れる。
【０００３】
　海流を予測するものとして、「数値海流予測システムＪＣＯＰＥ」という技術がある。
このシステムは、大気から与えられる風による海流表面応力を含む気象状況等を基に、日
本近海の所定の海域における海流、たとえば、黒潮や親潮等の大きな流れとしてのいわゆ
る海流の主軸がどのような流路を形成し、どの程度の範囲で流れの影響を及ぼすかをシミ
ュレーションで予測し、その予測結果をビジュアル化してウェブサイト等を通じ広域海流
予測データとして販売するサービスである。当該サービスでは予測結果を週単位で更新し
ているが、広域海流予測データでありかつ週単位での更新のため、２～３日で変化する陸
地沿岸域の海流中を航行する船舶にとっては、利用が限定されるものであった。
【０００４】
　特許の分野においては、海洋上で採取した情報の伝送や海流予測情報を基に航海計画を
構築するものとして、例えば、特許文献１及び２に示すような対策が取られてきた。
【０００５】
　特許文献１は、海上に浮遊したブイが測定した海流の流速や流向等の諸情報を、伝送反
復回数を制御することで障害なく送信する技術的思想を開示している。海上に浮遊したブ
イの数は多くなく、また、特許文献１に開示される思想は、当該諸情報を用いて海流の予
測値を導出するものではない。
【０００６】
　特許文献２は、過去に航行した船舶の航路の通過点を海流予測データに基づき改訂して
最適航路を求めるものである。しかし、特許文献２に開示される思想は、航行予定の海域
の海流を予測するものではなく、データの同化も行っていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００２－１５２１８２
【特許文献２】特開２００７－２４５９３５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述したように、従来の海流予測システムでは、黒潮等の海流の主軸から外れ、陸地か
ら遠くない沿岸域における海流や潮流の流れを正確に予測することはできなかった。すな
わち、沿岸域の海底が浅く、地形が複雑である上に風の向きや強さも複雑で、広域海流を
前提としたシミュレーションには、これらの条件が十分に反映できないこともあり、沿岸
域としての海流予測データの精度が低くなっていた。一方で、陸地沿岸域を航行する船舶
（以下、「内航船」ともいう。）にとっては、遠洋を航行する大型船や高速船等と同様に
、運航スケジュールや最適航海計画を立てる上で海流予測が非常に重要な要素となってい
たが、沿岸域の海流予測データが正確でないため、計画の精度が悪くなっていた。
【０００９】
　図４は、広域海流予測データに基づいた内航船の運航計画と実際の運航状況を比較する
ために行った実証試験の結果をドリフト量として示す比較図である。試験条件としては、
出発地点を釧路沖、到着地点を野島崎沖、目標到着時間を午前９時５０分とし、気象・海
象情報の変化に応じて都度変数入力して再計算（計７回）して航行計画を立て、それに伴
った主機回転数により内航船を航行させたものである。同図に示されるように、到着約５
時間前にあたる再計算（５回目）により、ドリフト量の予測値がマイナス２．５ノットに
減少している。これにより、海流の影響が無く船舶がさほどドリフトしないことを想定し
、主機関回転数をドリフト量の予測値に応じて抑えて操行する計画が立てられた。しかし
、実際の航行時はドリフト量に大きな変化は無く、予測値とは全く異なる実測値を得た。
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このとき船舶では航行計画に大幅な誤算が生じたため、緊急対策として主機関回転数を高
い数値に保ちながら、時間的ロス無くして目的地に到着することができた。
【００１０】
　図５は、実証試験での到着約５時間前における沿岸域の海流とドリフト量とを比較対照
する海図である。白色矢印が海流予測値をベクトル表示したもの、黒色矢印が内航船のド
リフト量実測値をベクトル表示したものを示している。同図の示す円で囲った部分は、図
４に示すドリフト量予測値がマイナス２．５ノットに減少した時点で内航船が航行してい
た沿岸域である。図示されるように、内航船は海流予測値と全く異なるベクトル量でドリ
フトしながら沿岸域を航行していたことが認められる。これにより、従来の広域海流予測
システムによる沿岸域の海流予測の精度が低いことが試験の結果明らかになった。
【００１１】
　一方、図中の黒縁白抜き矢印は実証試験と略同時刻に当該沿岸域を航行していた他の内
航船のドリフト量をベクトル表示したものである。これは、他の内航船に依頼し、ジャイ
ロコンパス、ＧＰＳ、ＬＯＧ船速計で計測してもらった各データをもとに、１回／時間の
周期で船舶の位置を海図上にプロットしたものである。他の内航船から得たベクトルは、
実証試験に用いた内航船のドリフト量実測値のベクトルと共通していることが確認できる
。したがって、実証試験当時の沿岸域では広域海流予測値と異なる海流が発生していたこ
とが裏付けられた。
【００１２】
　このように、従来の沿岸域の海流予測値の精度は非常に低く信頼性に欠けるため、沿岸
域の海流予測情報はほとんど無いに等しい状況であった。このような状況の下で、同航路
を往来する内航船の過去のデータや運航実績、或いは船長の勘に基づいた曖昧な対策が取
られ、運航スケジュールや最適航海計画の立案は経験則によるものがほとんどであった。
そのため、想定外の海流の影響で運航状況が大幅にずれ、業務上の障害が発生することも
あった。また、海流を予測できないため、運航上の安全性の確保もできなかった。
【００１３】
　この一方で、上記実証試験からもわかるように、沿岸域を航行する内航船が搭載する上
記機器にて計測した各データについては正確性を認めることができ、これにより計測時の
海流状況を的確に表すことができる。
【００１４】
　本発明は、この点を利用し、上記従来技術の問題点を解決することを企図したものであ
り、陸地沿岸域を航行する複数の船舶から取得した実測情報から沿岸の海流状況を導出し
、別途入手したシミュレーションに基づく広域海流予測データを補正して所望の沿岸海流
予測情報を得る海流データ同化方法および同化システムを提供することを目的とする。
【００１５】
　かかる課題を解決するために、本願の請求項１に係る海流データ同化方法は、陸地沿岸
域を航行する複数の船舶でそれぞれＧＰＳ測位情報、ジャイロコンパス情報、対水船速情
報を含む情報を所定の条件で取得し、これらの情報を情報取得時刻を含んだ沿岸海流個別
情報として記憶し、これら記憶した沿岸海流個別情報を携帯電話回線あるいは無線ＬＡＮ
を含む無線通信手段で所定間隔であるいは通信可能な機会に送信し、受信した前記沿岸海
流個別情報を処理して前記沿岸海流個別情報の取得状況に応じた予測確率を算出し前記複
数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データを得て、この沿岸海流観測データ
を別途入手した広域海流予測データに適用することでこの広域海流予測データを補正して
沿岸海流予測データを得ることを特徴とする。
【００１６】
　陸地沿岸域とは、従来の広域海流予測データの信頼性が低く海流の主軸の影響を受けに
くい海域を示す。陸地沿岸域を航行中の船舶としては、旅客船、貨物船その他の用途の船
舶も全て含み、船舶の規模に限定はない。当該船舶には、対地船速として地球上の現在位
置を調べるＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）によりＧＰ
Ｓ測位情報を、船首方位として針路を表示するジャイロコンパス情報を、対水船速として
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船底を流れる水流から船舶の対水船速を計測するＬＯＧ船速計やＬＯＧ船速計の代替とな
るプロペラと機関の駆動状況等より対水船速情報を、それぞれの船舶の状況下で計測し、
取得する。取得したこれらの情報のうち、ジャイロコンパス情報を考慮して、対水船速情
報とＧＰＳ測位情報のベクトル量についての差分等の演算により海流を導出する。導出し
た海流も含めて情報取得時刻を含んだ沿岸海流個別情報とし、船舶の位置（経度・緯度）
と時刻（時・分・秒）とを紐付けしてメモリ等の記憶装置に記憶することができる。
【００１７】
　沿岸海流個別情報は、他の船舶や陸上に対して無線通信手段により送信される。無線通
信手段とは、携帯電話回線（ＦＤＭＡ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔ
ｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、ＰＤＣ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ
Ｄｉｇｉｔａｌ Ｃｅｌｌｕｌａｒ）やＧＳＭ（Ｇｌｏｂａｌ Ｓｙｓｔｅｍ ｆｏｒ Ｍｏ
ｂｉｌｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）等のＴＤＭＡ（Ｔｉｍｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、ＰＨＳ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈａｎｄｙｐｈｏｎ
ｅ Ｓｙｓｔｅｍ）、ＣＤＭＡ（Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、Ｗ－ＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ
Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式）、無線ＬＡＮ（Ｌ
ｏｃａｌ Ａｒｅａ Ｎｅｔｗｏｒｋ）、衛星通信等により、沿岸個別情報等のデータを送
信し、他の情報を受信するものを示す。携帯電話回線の場合は、所定の中継手段（基地局
、装置等）を介してもよい。また、無線ＬＡＮの場合は、所定のアクセスポイントを介さ
ずに機器同士が直接通信を行うアドホックモード或いはアクセスポイントを介して行うイ
ンフラストラクチャモードのいずれでもよい。さらに、通信エラーや通信エリア外により
データ送信できない場合は、所定の通信方式により任意のタイミングでリトライ送信が行
われる。これらの無線通信を実現させるために、具体的には、モデム、ターミナルアダプ
タ、ダイヤルアップルータ、ＬＡＮカード、同軸ケーブル、光ファイバー等の通信装置や
通信機器をデータの送受信側双方で有する必要がある。
【００１８】
　陸地沿岸域を航行する複数の船舶から送信された沿岸海流個別情報は、送信先で沿岸海
流個別情報を取得した時点の複数の船舶の位置（経度・緯度）と時刻（時・分・秒）とを
紐付けして、位置毎及び／もしくは時刻毎に区分けして対応させた沿岸海流観測データと
して扱う。沿岸海流観測データは、別途入手した広域海流予測データに適用してこの広域
海流予測データを補正するために用いる。この補正は、実際に測定した沿岸海流観測デー
タをシミュレーション結果である広域海流予測データに適用して同化する意味である。例
えば、所定の周期で沿岸海流観測データを所定の数値モデル等に基づいて算出された広域
海流予測データに同化させ、当該広域海流予測データを再初期化して演算を続けることを
示す。すなわち、演算の一番初めの初期条件は、沿岸海流観測データの客観的な補間のみ
により結果を与えられるものであるのに対し、演算開始以後は周期毎に沿岸海流観測デー
タと広域海流予測データとを同化させた新たな初期条件を用いて演算を継続することにな
る。広域海流予測データを補正して得た沿岸海流予測データは、他の船舶等にも送信され
る。
【００１９】
　こうした構成を備えることにより、陸地沿岸域を航行する複数の船舶から情報取得時刻
を含んだ沿岸海流個別情報として実際の海域で計測した実測データを利用することになる
。したがって、信頼性の高いデータから海流予測を求めることが可能となり、予測精度も
向上する。当該沿岸海流個別情報の送信の際は、携帯電話回線や無線ＬＡＮ等の所定の通
信方式による無線通信手段を用いることで、取得したばかりの実測データを迅速に伝達し
、即座に活用することができる。したがって、複数の船舶は自らが提供した実測データか
ら求めた海流予測に基づいて、航行中にも運航スケジュールや最適航海計画を都度見直す
ことができる。一方、通信トラブル等により送信不能な場合でも、当該沿岸海流個別情報
を記憶しているため、データの蓄積が行われている。したがって、通信可能な機会に一括
して蓄積した沿岸海流個別情報を送信することができ、送信された沿岸海流個別情報を複
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数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データとして処理することで、点在して
いたスポット的な情報を集約し、海流予測に必要な最良の実測データを即座に反映するこ
とができる。これにより、迅速かつ信頼性の高い海流予測を求めることができる。海流予
測データ導出の際は、別途入手した広域海流予測データに沿岸海流観測データを同化して
補正することで、シミュレーション結果をより現実の海域状況に近い状態に再計算するこ
とができる。したがって、広域海流予測データの沿岸域の海流情報と比較して極めて高精
度な沿岸海流予測データが取得できる。
【００２０】
　また、上記の構成において、本願に係る海流データ同化方法において、対水船速情報と
して対水船速計（ＬＯＧ船速計）の情報を用いてもよい。
【００２１】
　ＬＯＧ船速計は対水船速を測定する計測器であり、海水の流れにより船底に設けたセン
サが有するコイルに起電力が生じることで対水船速として船底と船底を流れる水流との相
対速度を計測する電磁ＬＯＧや、超音波を発振させ水中に存在する微小な浮遊物から反射
される反射波との周波数の差により船底と船底を流れる水流との相対速度を計測するドッ
プラーＬＯＧ等を含む。
【００２２】
　こうした構成を備えることにより、ＬＯＧ船速計により対水船速情報を得ることで、船
舶の航行速度を海流の影響を受けることなく測定することが可能となる。したがって、強
風や高波等の気象・海象条件にも対応し、悪環境下でも正確な対水船速を得ることができ
る。
【００２３】
　また、上記の構成において、当該沿岸海流個別情報として当該船舶の識別情報を送信し
てもよい。
【００２４】
　船舶の識別情報は、種類（旅客船、貨物船等）、所有会社、船舶名、船舶番号等を含み
、複数の船舶から一意に特定の船舶であることを識別することを可能とするあらゆる情報
をいう。当該情報は、予め船舶の記憶装置等に電子データとして保持し沿岸海流個別情報
送信時に併せて自動的に送信する仕組み、或いは沿岸海流個別情報送信時に都度記憶装置
から読み出すか、もしくは操作員等が入力して送信する仕組みのいずれでもよい。
【００２５】
　こうした構成を備えることにより、沿岸海流個別情報として船舶の識別情報も送信する
ことで、送信先のデータベース等に当該船舶の識別情報に紐付けした船舶の仕様（規模、
積載量等）、性能（推進力、抵抗低減率等）、装備等を把握することができる。したがっ
て、気象海象の影響を受けやすい小型船で計測した信頼性の低いデータの排除や平均化等
、沿岸海流予測データを求める上での重み付けをすることができる。
【００２６】
　また、上記の構成において、当該無線通信手段で送信ができなかった場合に、通信可能
な場所に移動後に送信を試みるかあるいは当該複数の船舶のうちの他の船舶を介して送信
を試みることとしてもよい。
【００２７】
　陸地沿岸域を航行中の船舶であっても、無線通信手段で通信可能な通信エリア外の海域
を航行することがある。また、携帯電話や無線ＬＡＮにおいては、通信元が正常にデータ
送信を行うことができたとしても、送信先のネットワーク回線の不具合、中継点やアクセ
スポイントの故障等により、データ送信が完了しないこともある。このような場合に、通
信可能な場所に移動後にリトライ送信を行うことができる。また、他の船舶と通信可能な
場合は、他の船舶へ送信して当該他の船舶を介して通信を行うか、無線ＬＡＮの場合には
他の船舶をアクセスポイントとして当該他の船舶を介して送信を試みることができる。な
お、リトライ送信等は任意の周期で自動的に行っても、操作員の意思により人的に行って
もよい。
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【００２８】
　こうした構成を備えることにより、船舶の無線通信手段で送信ができなかった場合には
、無線可能な場所に移動後にリトライ送信を試みることができるため、送信できなかった
情報も比較的時間が経たないうちに海流予測用として提供することができる。すなわち、
内航船の航行は１、２日程度要するが、１～２日前後では海流には大きな変化がないため
、たとえ数時間データ送信が遅れたとしても、当該内航船の航行に必要な沿岸海流予測デ
ータは十分に機能するものとして提供することができることとなる。また、他の船舶を介
してもデータ送信を試みることができるため、急なデータ提供の要望にも迅速に対応する
ことができる。したがって、送信できなかった情報も削除等する必要がなく、データの蓄
積による記憶装置の容量オーバーも防ぐことができる。また、データ送信のために航路を
変更する必要もなく、海流予測として好適なデータを提供できるため、精度の高い予測が
実現する。
【００２９】
　また、上記の構成において、当該沿岸海流予測データを蓄え、必要に応じ時系列的に提
供可能にしたものでもよい。
【００３０】
　沿岸海流予測データの中には、最新のものから数時間前、数日前、数週間前といった過
去のデータも含まれる。
【００３１】
　過去の沿岸海流予測データも必要に応じ時系列的に提供することで、航行中の沿岸域の
過去の海流傾向を認識し、人の経験に基づいて最新の予測データ及び過去の予測データを
組み合わせて総合的に海流を予測したりすることもできる。また、時系列的な沿岸海流予
測データを統計処理し、巨視的な沿岸海流の状況を把握できる。
【００３２】
　また、上記の構成において、沿岸海流個別情報の取得状況に応じた予測精度を算出し提
供可能にしたものでもよい。
【００３３】
　沿岸海流個別情報の取得状況は、たとえば海流を求めた船舶の隻数、海流の計測時間（
計測した時刻、計測の継続時間、計測の時間間隔等）、船舶の規模（船体長・船体幅・高
さ・重量・積載量等）、海流の計測方法、船舶に搭載した対水船速計測機器の種類（電磁
ＬＯＧ、ドップラーＬＯＧ等）、船舶の位置と現実の海流の主軸との関係（主軸の影響を
受ける範囲内か否かの判断や主軸が接近するか遠ざかるか否かの判断等）その他の状況の
全てを含む。沿岸海流個別情報の取得状況に応じた予測精度の算出方法は、たとえば当該
取得状況情報それぞれに重み付けをし、閾値設定して信頼性を百分率表示すること等を含
む。
【００３４】
　こうした構成を備えることにより、種々の取得状況下で取得された沿岸海流個別情報に
基づいて生成した沿岸海流予測データに対して予測精度を算出して提供することで、提供
を受けた側で当該沿岸海流予測データの信頼性を判断することができる。すなわち、単に
予測データを得たとしても、当該予測データの源となる沿岸海流個別情報の信頼度が明確
でなければ、予測データ自体の信憑性も疑わしいものとなる可能性がある。この点で、本
構成によれば、提供を受ける側は自らの判断で客観的に沿岸海流予測データの性質を判断
し、船舶の運航スケジュールや最適航行計画にどの程度反映させるか等を決定することが
できる。
【００３５】
　また、上記の構成において、当該沿岸海流予測データを当該複数の船舶以外の陸地沿岸
域航行中もしくは航行予定の船舶あるいは船舶の統括部門にも必要に応じて配信すること
としてもよい。
【００３６】
　複数の船舶以外の陸地沿岸域航行中もしくは航行予定の船舶とは、沿岸海流個別情報を



(8) JP 5435418 B2 2014.3.5

10

20

30

40

50

提供した複数の船舶以外の船舶を含むものである。これらの船舶は、沿岸海流予測データ
を受信できる通信手段（通信装置、通信部等）を備えていればよく、特に沿岸海流個別情
報を取得可能か否かは問わない。また、船舶の統括部門とは、複数の船舶や陸地沿岸域航
行中もしくは航行予定の船舶の運用を統括する管理会社や海運会社等を示し、経営主体（
企業あるいは個人）であるか否か、或いは実際にこれらの船舶を所有しているか否かは問
わない。沿岸海流予測データの配信は、複数の船舶以外の陸地沿岸域航行中もしくは航行
予定の船舶や船舶の統括部門の要求に対して随時送信したり、契約に基づいて所定の周期
で自動的に送信したりしてもよい。
【００３７】
　こうした構成を備えることにより、沿岸海流予測データを複数の船舶以外の陸地沿岸域
航行中もしくは航行予定の船舶あるいは船舶の統括部門にも必要に応じて配信することで
、広く海事産業において汎用的に沿岸海流予測データを活用することができる。陸地沿岸
域を航行する船舶にとっては沿岸域の海流予測がほとんどできない実状があるため、複数
の船舶以外の航行中の船舶や航行予定の船舶にとっても、沿岸海流予測データは運航スケ
ジュールや最適航海計画立案等の有効な情報とすることができる。また、船舶の統括部門
にとっても、沿岸海流予測データを統括配下の船舶の運航スケジュールや最適航海計画立
案に一括して反映させることができる。
【００３８】
　また、上記の構成において、当該沿岸海流予測データは、当該広域海流予測データより
も短い時間間隔で得るようにしてもよい。
【００３９】
　別途入手した広域海流予測データは、所定の周期（たとえば、１回／週）で更新される
シミュレーション結果である。陸地沿岸から離れた海域では海流の変化は緩慢であるため
、データの更新は頻繁でなくても済むが、沿岸域における海流はより早く変化するため、
沿岸海流予測データは、短い時間間隔で得る必要がある。また、沿岸海流データの同化は
広域海流予測データに基づきこれを補正して行っているため、より短い時間（たとえば、
１回／日）で更新されることに意味がある。
【００４０】
　この点に注目した上記構成を備えることにより、沿岸海流予測データを広域海流予測デ
ータよりも短い時間間隔で得ることができるため、船舶等は常に最新の沿岸海流予測デー
タを得ることができる。したがって、予測データの精度を更新の都度高めることができる
。また、更新が短い時間で行われれば、同化の際に補正した広域海流予測データを再初期
化して演算を続けることができるため、極めて精度が高く信頼性を有する沿岸海流予測デ
ータを提供することができる。
【００４１】
　また、上記課題を解決するために、本願の請求項９に係る海流データ同化システムは、
船舶に搭載したＧＰＳと、ジャイロコンパスと、対水船速取得手段と、これらの取得情報
を情報取得時刻を含んだ沿岸海流個別情報として記憶する記憶手段と、これら記憶した沿
岸海流個別情報を携帯電話回線あるいは無線ＬＡＮを含む無線通信手段で所定間隔である
いは通信可能な機会に送信する通信手段と、この送信された前記沿岸海流個別情報を受信
する受信手段と、この受信した前記沿岸海流個別情報を処理して前記沿岸海流個別情報の
取得状況に応じた予測確率を算出し前記複数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観
測データを得る沿岸海流観測データ処理部と、この沿岸海流観測データを別途入手した広
域海流予測データに適用してこの広域海流予測データを補正して沿岸海流予測データを得
る沿岸海流予測データ処理部とを具備して構成される。
 
【００４２】
　船舶に搭載したＧＰＳは、対地船速として地球上の現在位置を調べてＧＰＳ測位情報を
取得するものを示す。ジャイロコンパスは、船首方位として針路を表示してジャイロコン
パス情報を取得するものを示す。対水船速取得手段は、対水船速として船底を流れる水流
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から船舶の対水船速情報を取得するＬＯＧ船速計やＬＯＧ船速計の代替となるプロペラの
駆動状況等を計測する機器等を示す。
【００４３】
　記憶手段は、ＧＰＳ測位情報、ジャイロコンパス情報、対水船速情報及びこれらの情報
から演算した海流、船舶の船名等を含む船舶識別情報を沿岸海流個別情報として記憶する
もので、具体的にはメモリやハードディスクドライブ等の記憶装置を含む。
【００４４】
　無線通信手段は、上述同様の携帯電話回線、無線ＬＡＮ、衛星通信等により、沿岸個別
情報等のデータを送信し、他の情報を受信するものを示す。また、中継点（基地局）やア
ドホックモード、インフラストラクチャモードやリトライ送信等についても同様である。
【００４５】
　通信手段とは、上述した無線通信手段により所定間隔であるいは通信可能な機会に送信
するデータ通信を実現させるもので、具体的には、モデム、ターミナルアダプタ、ダイヤ
ルアップルータ、ＬＡＮカード、同軸ケーブル、光ファイバー等の通信装置や通信機器を
含む。
【００４６】
　受信手段は、沿岸海流個別情報を受信するもので、具体的には通信手段と同様なもので
よい。また、受信手段には、無線通信手段に係る携帯電話回線の中継点や無線ＬＡＮのイ
ンフラストラクチャモードのアクセスポイントとしての役割も含む。
【００４７】
　沿岸海流観測データ処理部は、複数の船舶から送信された沿岸海流個別情報（演算した
海流データ、位置、データ取得時刻、針路、対地船速、対水船速、船舶識別情報等）を船
舶毎の情報として収集し、複数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データとし
て処理する機能を有する。詳細には、各情報取得時の船舶の位置（経度・緯度）と時刻（
時間・分・秒等）とを紐付けして、位置毎及び／もしくは時刻毎に区分けして沿岸海流観
測データとして処理するものである。具体的には、これらの機能を有する機械、装置、部
品、或いは、こうした機能をコンピュータに実行させるアルゴリズム、このアルゴリズム
を実行させるプログラム、もしくはこのプログラムを含めたソフトウェア、搭載媒体、Ｒ
ＯＭ（読み出し専用メモリ）、或いはこれらを搭載もしくは内蔵したコンピュータもしく
はその部分によって実現される。
【００４８】
　沿岸海流予測データ処理部は、沿岸海流観測データ処理部で処理された沿岸海流観測デ
ータを、別途入手した広域海流予測データに適用して当該広域海流予測データを補正する
機能を有するものを示す。補正とは、実測結果である沿岸海流観測データをシミュレーシ
ョン結果である広域海流予測データに適用して同化することをいう。詳細には、所定の周
期で沿岸海流観測データを所定の数値モデル等に基づいて算出された広域海流予測データ
に同化させ、当該広域海流予測データを再初期化して演算を続けることを示す。すなわち
、演算の一番初めの初期条件は、沿岸海流観測データの客観的な補間のみにより結果を与
えられるものに対し、演算開始以後は周期毎に沿岸海流観測データと広域海流予測データ
とを同化させた新たな初期条件を用いて演算を継続することになる。また、沿岸海流予測
データ処理部は、演算による結果を陸地沿岸域の沿岸海流予測データとして、たとえば沿
岸海流予測データを必要に応じ時系列的に提供することができる機能を有してもよい。沿
岸海流予測データ処理部は、具体的には、これらの機能を有する機械、装置、部品、或い
は、こうした機能をコンピュータに実行させるアルゴリズム、このアルゴリズムを実行さ
せるプログラム、もしくはこのプログラムを含めたソフトウェア、搭載媒体、ＲＯＭ（読
み出し専用メモリ）、或いはこれらを搭載もしくは内蔵したコンピュータもしくはその部
分によって実現される。また、上述した各機能を別々に実行可能な形式としてもよい。
【００４９】
　こうした構成を備えることにより、ＧＰＳ、ジャイロコンパス、対水船速取得手段によ
り海流を求めるために必要な情報を取得することができ、記憶手段によりこれらの取得情
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報を情報取得時刻も含んだ沿岸海流個別情報として記憶しておくことで、任意のタイミン
グで当該沿岸海流個別情報を発信することができ、無線通信手段、通信手段及び受信手段
により所定の間隔で或いは通信可能な機会に送受信をすることができる。すなわち、通信
障害で通信できないとしても送信リトライ等の手法により情報の送受信を確実化すること
ができる。このようにして受け取った沿岸海流個別情報を、沿岸海流観測データ処理部に
より複数の船舶毎の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データとして得ることができる
ため、海域毎に最適な海流予測を迅速に行うことができ、沿岸海流予測データ処理部によ
り広域海流予測データを補正、すなわち沿岸海流観測データと広域海流予測データとを同
化することで、シミュレーション結果として得た広域海流予測データをさらに上回る精度
の沿岸海流予測データを得ることができる。したがって、陸地沿岸域を航行する複数の船
舶に本願に係る海流データ同化システムを搭載するだけで、特別な操作なく簡単に沿岸域
の海流予測の基となる実測データを取得し、迅速かつ継続的に提供することができる。そ
れに伴い、要求に応じて誤差が微少で極めて信頼性の高い沿岸海流予測データを提供する
ことができる。
【００５０】
　また、上記の構成において、当該対水船速取得手段として対水船速計（ＬＯＧ船速計）
を用いて構成してもよい。
【００５１】
　ＬＯＧ船速計としては、上述と同様、電磁ＬＯＧやドップラーＬＯＧ等が存在する。
【００５２】
　こうした構成を備えることにより、対水船速取得手段としてＬＯＧ船速計を用いること
で、船舶の航行速度を安定した精度で測定することが可能となる。したがって、強風や高
波等の気象・海象条件にも対応し、悪環境下でも正確な対水船速情報を得ることができる
。
【００５３】
　また、上記の構成において、当該対水船速取得手段を、船舶のプロペラ仕様と、プロペ
ラ回転数と、機関動力とにより対水船速を算出する手段として構成してもよい。
【００５４】
　プロペラ仕様は、翼のピッチ角、プロペラボスの径、展開面積比、翼数、プロペラ直径
等を示し、回転効率や推進効率等のプロペラ性能を含んでもよい。プロペラ仕様はメモリ
やハードディスク等の記憶装置に記憶していることが好ましい。プロペラ回転数は、船舶
の航行状態に応じて変化し、及び／もしくはエンジン等の主機関の動力制御によって変更
され、プロペラ回転数計等の機器により計測することができる。
【００５５】
　こうした構成を備えることにより、船舶の航行状態に応じて変化するプロペラ回転数と
、当該プロペラ回転数を制御するエンジン等の主機関に係る馬力や燃料消費量等の機関動
力を計測し、当該計測結果にさらにプロペラ仕様を考慮することで、所定の計算式に基づ
いて船舶の対水船速を算出することができる。したがって、対水船速取得手段としてＬＯ
Ｇ船速計を搭載していない船舶にとっても、あらたに高価な機器を搭載することなく、沿
岸海流個別情報を得ることができる。
【００５６】
　また、上記の構成において、前記記憶手段はパーソナルコンピュータの記憶装置を利用
してもよい。
【００５７】
　記憶手段に記憶する情報としては、取得したＧＰＳ情報、ジャイロコンパス情報、対水
船速情報や時刻情報あるいはこれらに基づき求めた海流情報等であり、船舶識別情報等を
含めてもよい。これらの情報の記憶容量はパーソナルコンピュータに搭載されている記憶
装置程度のもので賄える。
【００５８】
　こうした構成を備えることにより、記憶手段をパーソナルコンピュータの記憶装置とす
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ることで、沿岸海流個別情報を含む電子情報をユーザインタフェースに優れたパーソナル
コンピュータを介して安全に記憶することができる。したがって、パーソナルコンピュー
タ自体を高価なものとする必要性が薄まり、システム全体の構築費の低減を図ることがで
きる。また、パーソナルコンピュータが有する通常の機能も活用することができるため、
システムの利用効率も向上する。
【００５９】
　また、上記の構成において、前記沿岸海流予測データを配信する送信手段をさらに備え
た構成としてもよい。前記沿岸海流予測データの配信先は、例えば前記船舶以外の陸地沿
岸域航行中もしくは航行予定の船舶、あるいは船舶の統括部門である。
【００６０】
　送信手段は、複数の船舶以外の陸地沿岸域航行中もしくは航行予定の船舶に配信する場
合は、上述した無線通信手段が必要となり、船舶の統括部門に配信する場合は、所定の有
線通信手段でもよい。また、上述した通信手段と同じく、具体的には、モデム、ターミナ
ルアダプタ、ダイヤルアップルータ、ＬＡＮカード、同軸ケーブル、光ファイバー等の通
信装置や通信機器で構成されるのが好ましい。
【００６１】
　こうした構成を備えることにより、送信手段により沿岸海流予測データを複数の船舶以
外の陸地沿岸域航行中もしくは航行予定の船舶、あるいは船舶の統括部門に配信すること
ができ、広く海事産業において汎用的に沿岸海流予測データを活用することができる。陸
地沿岸域を航行する船舶にとっては沿岸域の海流予測がほとんどできない実状があるにし
ても、複数の船舶以外の航行中の船舶や航行予定の船舶にとっても、沿岸海流予測データ
は運航スケジュールや最適航海計画立案の有効な情報とすることができる。また、船舶の
統括部門にとっても、沿岸海流予測データを統括配下の船舶の運航スケジュールや最適航
海計画立案に一括して反映させることができる。
【００６２】
　また、上記の構成において、前記受信手段あるいは送信手段は陸上に設けてもよい。
【００６３】
　受信手段での沿岸海流個別情報受信後、沿岸海流観測データの処理及び沿岸海流予測デ
ータの導出を行うため、当該受信手段を陸上に設け、その後の処理を迅速に行うことが好
ましい。
海象の影響や通信インフラの状況を考慮すると海上に設けることには課題が多く、沿岸海
流予測データを得て、またこれらを配信するセンター機能としては、各種バックアップ面
も考慮して陸上の方が好ましい。また、航行予定の船舶は、港や沿岸近傍等にあり、船舶
の統括部門は、これらに近接する陸上にあるものが大半である。そこで、沿岸海流予測デ
ータを必要に応じて配信する送信手段も同様に、陸上に設けることが好ましい。
【００６４】
　こうした構成を備えることにより、受信手段を陸上に設けることで、その後に行う沿岸
海流観測データの処理及び沿岸海流予測データの導出までの時間を短縮することができる
。また、海象の影響を受けず、万が一のトラブル時にも対応が即座に可能となる。したが
って、信頼性の高い所望の沿岸海流予測データを迅速に導出することができる。また、送
信手段を陸上に設けることで、大半は陸上にある航行予定の船舶や船舶の統括部門に対し
て有線にて通信することもできる。したがって、必要に応じて素早く沿岸海流予測データ
を提供することができる。
【発明の効果】
【００６５】
　本願によれば、従来の広域海流予測データでは正確に得られなかった陸地沿岸域の沿岸
海流予測データを、精度高く得ることができる。特に、陸地沿岸域を航行する複数の船舶
が実際に計測したデータに基づいた沿岸海流個別情報を取得し、携帯電話回線や無線ＬＡ
Ｎ等の無線通信により航行中のこれらの船舶から随時当該沿岸海流個別情報をデータ通信
することで、陸地沿岸域の海流等に関する最新の沿岸海流個別情報を入手することができ
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る。また、沿岸海流個別情報を基にシミュレーション結果である広域海流予測データを同
化により補正することで、実際に計測した最新データに鑑みた高精度かつ信頼性の高い沿
岸海流予測データを迅速に導出し、要求に好適な所望の海流予測情報を提供することがで
きる。したがって、陸地沿岸域を航行する内航船にとって、最適な運航スケジュールや最
適航海計画の立案が実現し得る。すなわち、理想の運航を妨げる大きな要因ともなり得た
海流の予測情報が正確性をもって提供されれば、その海流の予測情報を利用し、その他の
気象・海象の予測情報等も含めて立案した運航スケジュールや最適航海計画は信頼性が極
めて高いものとなる。それにより、スケジュールの大幅の変更が発生することもなく、船
舶の運用上にも絶大な効果を有する。すなわち、無駄なエネルギー消費の抑制効果も働き
、最大で約２０％（実験による）の燃費の向上にもつながる。また、エネルギー消費の抑
制により廃棄ガスの排出量も減少するため、環境負荷の低減効果も有する。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
【図１】本発明の一実施形態に係る海流データ同化システムのシステム構成図及び制御フ
ロー図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る陸地沿岸域を航行する複数の船舶から沿岸海流個別デ
ータを送信する流れを示す通信方法フローチャートである。
【図３】本発明の一実施形態に係るＬＯＧ船速計１０３の代替であるＬＯＧ船速計代替１
０３ａのシステム構成図である。
【図４】内航船の実証試験におけるドリフト量の予測値と実測値との比較図である。
【図５】実証試験での到着約５時間前における沿岸域の海流とドリフト量とを比較対照す
る海図である。
【発明を実施するための形態】
【００６７】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための形態について説明する。なお、以下では
、本発明の目的を達成するための説明に必要な範囲を模式的に示し、本発明の該当部分の
説明に必要な範囲を主に説明することとし、説明を省略する箇所については公知技術によ
るものとする。
【００６８】
　図１は、本発明の一実施形態に係る海流データ同化システムのシステム構成図及び制御
フロー図である。同図に示すように、本システムは陸地沿岸域の複数船舶からの沿岸海流
個別データ及び陸上からの沿岸海流予測データの送受信を行うものである。
【００６９】
　船舶は、船首方位として針路を表示するジャイロコンパス１０１、対地船速として地球
上の現在位置を調べるＧＰＳ１０２、対水船速として船底を流れる水流から船舶の対水船
速を計測するＬＯＧ船速計１０３、ジャイロコンパス１０１とＧＰＳ１０２とＬＯＧ船速
計１０３で計測したデータ及び当該データを取得した船舶を識別するための船番、船種や
船舶規模等の船舶識別情報を記憶・演算処理するコンピュータ装置１０４、他の船舶や陸
上との間で処理された沿岸海流個別データや沿岸海流予測データ等の送受信を行う通信装
置１０５を少なくとも具備している。
【００７０】
　陸上には、船舶の通信装置１０５を介して送信された沿岸海流個別データを個船海流デ
ータとして収集する個船海流データ収集部２０１、当該個船海流データを処理して複数の
船舶の位置と時刻とに対応させた沿岸海流観測データとして処理する沿岸海流観測データ
処理部２０２が備えられている。そして、広域海流予測データを別途入手しておき、沿岸
海流観測データをこの広域海流データに適用して当該広域海流予測データを補正する海流
データ同化演算部２０３が設けられている。さらに、当該補正した広域海流予測データを
沿岸海流予測データとして処理する沿岸海流予測データ処理部２０４、沿岸海流個別情報
の取得状況に応じた予測精度を算出する予測精度演算部２０５、当該沿岸海流予測データ
を記憶するメモリ２０６、データ演算や通信の周期を制御するタイマー２０７、複数の船
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舶や個船の統括部門との間で沿岸海流個別データや沿岸海流予測データの送受信を行う通
信装置２０８を具備して構成される。
また、登録船舶データも備えられていて、沿岸海流予測データの配信等に利用される。
【００７１】
　ジャイロコンパス１０１は、高速回転するコマの回転軸が常に天空の一点を指す作用（
ジャイロ効果）を用いて方位（針路）を知るための道具である。ＧＰＳ１０２は、全地球
測定システム、汎地球測位システムとも言い、地球上の現在位置を調べるための衛星測位
システムを示し、対地船速として航行する船舶の水底（地面）に対する速度を計測するも
のである。ＬＯＧ船速計１０３は、船底に設けたセンサが有するコイルに起電力が生じる
ことで対水船速として船底と船底を流れる水流との相対速度を計測する電磁ＬＯＧを用い
ているが、超音波を発振し水中に存在する微小な浮遊物からの反射波の周波数の違いによ
り船底と船底を流れる水流との相対速度を計測するドップラーＬＯＧ等でもよい。
【００７２】
　コンピュータ装置１０４は、たとえばパーソナルコンピュータ（ＰＣ）を含み、データ
処理や演算を行う中央処理装置（ＣＰＵ）、所定のデータ入力を行う入力部（キーボード
等）、入力したデータやデータ処理の結果を表示する画面表示部（ディスプレイ等）、種
々のデータを記憶保持する記憶装置（メモリ、ハードディスクドライブ等）、所定の外部
機器との接続を行うコネクタ（ＵＳＢ、ＲＳ２３２Ｃ等）等を有する情報処理装置であれ
ばよく、特に限定はない。コンピュータ装置１０４は、ＲＡＭ等の半導体記憶装置として
のメモリ１０４１、船舶の計測データ及び船舶識別情報を処理する沿岸海流個別データ処
理部１０４２、沿岸海流個別データ処理部１０４２で処理された個別データに基づき海流
を演算する演算部１０４３、データ演算や通信の周期を制御するタイマー１０４４を具備
している。
【００７３】
　沿岸海流個別データ処理部１０４２は、ジャイロコンパス１０１、ＧＰＳ１０２及びＬ
ＯＧ船速計１０３で計測したデータや船舶識別情報を受け取り、演算部１０４３で海流を
演算できるようにデータ処理し、演算部１０４３での演算結果を受け取りメモリ１０４１
に受け渡す機能を有するものを示し、具体的には、これらの機能を有する機械、装置、部
品、或いは、こうした機能をコンピュータに実行させるアルゴリズム、このアルゴリズム
を実行させるプログラム、もしくはこのプログラムを含めたソフトウェア、搭載媒体、Ｒ
ＯＭ（読み出し専用メモリ）、或いはこれらを搭載もしくは内蔵したコンピュータもしく
はその部分（以下、「回路、装置等」という。）によって実現される。沿岸海流個別デー
タ処理部１０４２は、たとえば各データを船舶単位、時間単位、地域単位、データの種類
単位等に区分け（ソート）する機能を有してもよい。
【００７４】
　演算部１０４３は、沿岸海流個別データ処理部１０４２から沿岸海流個別データを受け
取り、ジャイロコンパス１０１で計測した針路を考慮して、ＬＯＧ船速計１０３で計測し
た船舶の対水速度のベクトル量とＧＰＳ１０２で計測した対地速度のベクトル量との差分
から、水底（陸地）に対する水の流れの速度のベクトル量を求め（水流演算）、この水流
演算結果を潮流補正して、海流を導出する機能を有するものを示す。具体的には、これら
の機能を有する回路、装置等によって実現される。
【００７５】
　通信装置１０５は、たとえば所定の通信規約（プロトコル）で、他の船舶や陸上の通信
装置２０８とデータ通信（データの送受信）を行うもので、携帯電話回線（ＦＤＭＡ（Ｆ
ｒｅｑｕｅｎｃｙ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、ＰＤＣ（
Ｐｅｒｓｏｎａｌ
Ｄｉｇｉｔａｌ Ｃｅｌｌｕｌａｒ）やＧＳＭ（Ｇｌｏｂａｌ Ｓｙｓｔｅｍ ｆｏｒ Ｍｏ
ｂｉｌｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）等のＴＤＭＡ（Ｔｉｍｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、ＰＨＳ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈａｎｄｙｐｈｏｎ
ｅ Ｓｙｓｔｅｍ）、ＣＤＭＡ（Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ



(14) JP 5435418 B2 2014.3.5

10

20

30

40

50

Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式、Ｗ－ＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ
Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）方式）、無線ＬＡＮ（Ｌ
ｏｃａｌ Ａｒｅａ Ｎｅｔｗｏｒｋ）、衛星通信等を含む。携帯電話回線の場合は、所定
の中継点（基地局）を介してもよい。無線ＬＡＮの場合は、所定のアクセスポイントを介
さずに機器同士が直接通信を行うアドホックモード或いはアクセスポイント（アクセスポ
イントは他の船舶でもよい。）を介して行うインフラストラクチャモードのいずれでもよ
い。さらに、通信エラーや通信エリア外によりデータ送信できない場合の通信方式につい
て所定のタイミングによるリトライが行われる。これらの無線通信を実現させるためには
、具体的には、モデム、ターミナルアダプタ、ダイヤルアップルータ、ＬＡＮカード、同
軸ケーブル、光ファイバー等の通信装置や通信機器をデータの送受信側双方で有する必要
がある。
【００７６】
　個船海流データ収集部２０１は、複数の船舶から送信された沿岸海流個別データ（演算
した海流、取得位置、針路、対水船速、取得時刻、対地船速、船舶識別情報、等）を船舶
毎の個船海流データとして収集する機能を有するものを示す。具体的には、これらの機能
を有する回路、装置等によって実現される。
【００７７】
　沿岸海流観測データ処理部２０２は、個船海流データ収集部２０１から沿岸海流個別デ
ータを受け取り、複数の船舶の位置と時刻に対応させた沿岸海流観測データを得る機能を
有する。詳細には、各データ計測時の船舶の位置（経度・緯度）と時刻（時間・分・秒等
）とを紐付けして、位置毎及び／もしくは時刻毎に区分けして沿岸海流観測データとして
処理するものである。具体的には、これらの機能を有する回路、装置等によって実現され
る。
【００７８】
　海流データ同化演算部２０３は、沿岸海流観測データ処理部２０２から沿岸海流観測デ
ータを受け取り、当該沿岸海流観測データを別途入手した広域海流予測データに適用して
当該広域海流予測データを補正する機能を有する。補正とは、実測値としての沿岸海流観
測データをシミュレーション結果である広域海流予測データとして同化することをいう。
詳細には、所定の周期で沿岸海流観測データを所定の数値モデル等に基づいて算出された
広域海流予測データに同化させ、当該広域海流予測データを再初期化して演算継続するこ
とを示す。すなわち、演算の一番初めの初期条件は、沿岸海流観測データの客観的な補間
のみにより結果を与えられるものであるのに対し、演算開始以後は周期毎に沿岸海流観測
データと広域海流予測データとを同化させた新たな初期条件を用いて演算を継続すること
になる。広く一般に同化とは、力学モデル等の制約条件として実際に観測したデータに近
い場や時系列を求める手法として知られている。海流データ同化演算部２０３は、具体的
には、これらの機能を有する回路、装置等によって実現される。
【００７９】
　沿岸海流予測データ処理部２０４は、海流データ同化演算部２０３で補正した広域海流
予測データ、すなわち演算結果を受け取り、当該演算結果を陸地沿岸域の沿岸海流予測デ
ータとして、たとえば沿岸海流予測データを必要に応じ時系列的に提供することができる
ものを示す。具体的には、これらの機能を有する回路、装置等によって実現される。
【００８０】
　予測精度演算部２０５は、沿岸海流予測データ処理部２０４から海流予測データを受け
取り、沿岸海流個別情報の取得状況に応じた予測精度を算出する機能を有する。詳細には
、沿岸海流予測データの基となる個船海流データ収集部２０１で処理した海流を求めた船
舶の隻数、海流の計測時間（計測した時刻、計測の継続時間、計測の時間間隔等）、船舶
の規模（船体長・船体幅・高さ・重量・積載量等）を含む登録船舶データ、海流の計測方
法、船舶に搭載した対水船速計測機器の種類（電磁ＬＯＧ、ドップラーＬＯＧ等）、船舶
の位置と現実の海流の主軸との関係（主軸の影響を受ける範囲内か否かの判断や主軸が接
近するか遠ざかるか否かの判断等）を取得条件とし、当該取得条件に基づいて海流予測デ
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ータの信頼性等の予測の精度を算出するものを示す。算出方法は、たとえば取得状況に係
る情報それぞれに重み付けし、閾値設定して信頼性を百分率表示すること等を含む。予測
精度演算部２０５は、具体的には、これらの機能を有する回路、装置等によって実現され
る。
【００８１】
　通信装置２０８は、複数の船舶、当該複数の船舶以外の陸地沿岸域航行中もしくは航行
予定の船舶あるいは船舶の統括部門（船舶の管理会社や商社等）とデータ通信（データの
送受信）を行うものである。当該通信装置２０８は、陸上にあってもよい。その他の点に
ついては、上述した通信装置１０５と同様である。
【００８２】
　次に、上述したシステム構成に係る海流データ同化システムの動作について説明する。
【００８３】
　陸地沿岸域を航行する複数の船舶のそれぞれが搭載するジャイロコンパス１０１で船舶
の針路、ＧＰＳ１０２で対地速度、ＬＯＧ船速計１０３で対水速度を計測する。計測した
時間、計測の継続時間、計測の時間間隔等は各船舶の任意とする。これらの計測データや
船舶識別情報をコンピュータ装置１０４の沿岸海流個別データ処理部１０４２で沿岸海流
個別データとして演算部１０４３で海流を演算できるようにデータ処理を行う。演算部１
０４３は沿岸海流個別データからデータ計測地点及び計測時点での、その瞬間の海流を導
出する。当該海流は沿岸海流個別データ処理部１０４２で沿岸海流個別データとして処理
され、メモリ１０４１を介して通信装置１０５から所定の通信規約及び通信方式で陸上の
通信装置２０８に沿岸海流個別データを送信する。
【００８４】
　図２は、本発明の一実施形態に係る陸地沿岸域を航行する複数の船舶から沿岸海流個別
データを送信する流れを示す通信方法フローチャートである。複数の船舶は陸地沿岸域を
航行中、任意に沿岸海流個別データを送信する（ステップＳＰ１０）。このとき、送信完
了か否かの判定が行われる（ステップＳＰ２０）。たとえば、携帯電話の場合及び無線Ｌ
ＡＮのアドホックモードの場合は、陸上と通信可能なエリア内に船舶が航行中で、かつ通
信先である陸上と通信可能な状態であること、無線ＬＡＮのインフラストラクチャモード
の場合はアクセスポイントと通信可能なエリア内で、かつ当該アクセスポイントから通信
先である陸上とが通信可能な状態であるという条件を満たすことによりデータの送信が行
われ、沿岸海流個別データの送信は完了する（ステップＳＰ１００）。
【００８５】
一方、通信可能なエリア外或いは通信障害（通信先のネットワーク回線の不具合等）によ
り通信エラーが発生し沿岸海流個別データの送信が完了しないとき、所定時間経過後、送
信リトライする（ステップＳＰ３０）。このとき、再び送信完了か否かの判定が行われる
（ステップＳＰ４０）。上記同様、たとえば、携帯電話の場合及び無線ＬＡＮのアドホッ
クモードの場合は船舶の移動により陸上の通信可能なエリア内を航行中で、かつ通信先で
ある陸上と通信可能な状態であること、無線ＬＡＮのインフラストラクチャモードの場合
は船舶の移動によりアクセスポイントと通信可能なエリア内を航行中で、かつ当該アクセ
スポイントから通信先である陸上とが通信可能な状態であることという条件を満たすこと
でデータの送信が行われることにより、沿岸海流個別データの送信は完了する（ステップ
ＳＰ１００）。
【００８６】
一方、船舶の移動によっても通信可能なエリア外或いは通信障害により通信エラーが発生
し沿岸海流個別データの送信が完了しないとき、任意時間経過後、通信可能なエリア内に
存在する航行中及び／もしくは航行予定の他の船舶を検索する（ステップＳＰ５０）。こ
のとき、他の船舶の有無或いは当該他の船舶の通信状態をチェックして（或いは、通信状
況に基づいて）通信可能か否かの判定が行われる（ステップＳＰ６０）。通信可能な場合
は沿岸海流個別データが送信される（ステップＳＰ７０）。このとき、送信完了か否かの
判定が行われる（ステップＳＰ８０）。たとえば、携帯電話の場合で、かつ無線ＬＡＮの
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アドホックモードの場合には、他の船舶と通信可能なエリア内に船舶が航行中で、かつ通
信先である他の船舶と通信可能な状態であること、無線ＬＡＮのインフラストラクチャモ
ードの場合はアクセスポイントと通信可能なエリア内で、かつ当該アクセスポイントから
通信先である他の船舶が通信可能な状態であることという条件を満たすことにより、沿岸
海流個別データの送信は完了する（ステップＳＰ１００）。一方、通信可能なエリア外或
いは通信障害（通信先のネットワーク回線の不具合等）により通信エラーが発生し沿岸海
流個別データの送信が完了しないときには所定時間経過後、送信待機状態となる（ステッ
プＳＰ９０）。待機状態から所定経過後、再び沿岸海流個別データを送信する（ステップ
ＳＰ１０）。
【００８７】
　通信装置２０８で沿岸海流個別データを受信した陸上においては、個船海流データ収集
部２０１で複数の船舶から送信された沿岸海流個別データを船舶毎の個船海流データとし
て収集する。個船海流データは沿岸海流観測データ処理部２０２でデータを計測した複数
の船舶のデータ計測した位置と時刻とを紐付けして、位置毎及び／もしくは時刻毎に区分
けして沿岸海流観測データとして処理する。沿岸海流観測データは、海流データ同化演算
部２０３にて、別途入手した広域海流予測データに同化させる。当該同化により補正され
た広域海流予測データは、沿岸海流予測データ処理部２０４で陸地沿岸域の沿岸海流予測
データとして処理される。当該沿岸海流予測データは、メモリ２０６で記憶し沿岸海流予
測データベースを構築してもよい。一方、当該沿岸海流予測データは、さらに予測精度演
算部２０５で沿岸海流個別情報の種々の取得状況に基づいて予測精度（予測データの信頼
性）を算出する。当該予測精度と併せて沿岸海流予測データは、通信装置２０８から所定
の通信規約及び通信方式で、陸地沿岸域を航行する複数の船舶、複数の船舶以外の陸地沿
岸域航行中もしくは航行予定の船舶あるいは船舶の統括部門（船舶の管理会社や海運会社
等）に送信される。
【００８８】
　次に、本願に係るＬＯＧ船速計１０３の代替についてのシステム構成及び対水船速導出
の原理の詳細な説明をする。
【００８９】
　図３は、本発明の一実施形態に係るＬＯＧ船速計１０３の代替であるＬＯＧ船速計代替
装置１０３ａのシステム構成図である。同図に示すとおり、ＬＯＧ船速計代替装置１０３
ａは、エンジン等の主機関の出力を推進力へと変換するプロペラの回転数（単位：ｒｐｍ
）を計測するプロペラ回転数計１０３１、当該主機関の馬力（単位：ＰＳ）や仕事量（単
位：ｋｗ）等の出力及びＣ重油、Ａ重油等の燃料消費量を計測する機関出力／燃料消費量
計１０３２、当該プロペラの仕様（ピッチ角、プロペラボスの径、展開面積比、翼数、プ
ロペラ直径等）及び／もしくは性能（回転効率、推進効率等）を電子データとして記憶す
るプロペラ仕様／性能データ記憶装置１０３３、プロペラ回転数計１０３１及び機関出力
／燃料消費量計１０３２による計測データとプロペラ仕様／性能データ記憶装置１０３３
に記憶するデータに基づいて対水船速を演算する対水船速演算装置１０３４を具備して構
成される。
【００９０】
　船舶の航行上、プロペラの回転数はプロペラ翼に衝突する海流の流速に応じて変化する
。そこで、運航スケジュールや最適航海計画に則ってプロペラシャフトと直結するエンジ
ン主機関の出力を制御することで、プロペラの回転数の維持・増加・減少を制御している
。したがって、プロペラの回転数に応じて主機関駆動が変動するため、当該主機関の出力
に燃料消費量が追従する。一方で、プロペラの回転数は、たとえば水を最適に&#25620;く
ピッチ角であったり、一度の回転で最大の推進力を得る効率であったり等のプロペラの仕
様・性能によっても異なる。したがって、経時毎にプロペラ回転数計１０３１で計測した
プロペラ回転数及び機関出力／燃料消費量計１０３２で計測した主機関等の出力及びＣ重
油、Ａ重油等の燃料消費量を変数とし、予めプロペラ仕様／性能データ記憶装置１０３３
に記憶するプロペラ仕様及び／もしくは性能データを考慮して、所定の演算式により船舶
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の対水船速を対水船速演算装置１０３４で導出することができる。
【００９１】
　以上詳細に説明したように、本実施形態によれば、陸地沿岸域を航行する複数の船舶が
実際に計測したデータに基づいた沿岸海流個別情報を取得し、携帯電話回線や無線ＬＡＮ
等の無線通信により航行中のこれらの船舶から随時当該沿岸海流個別情報をデータ通信す
ることで、陸地沿岸域の海流等に関する最新の沿岸海流個別情報を入手することができる
。また、沿岸海流個別情報を基にシミュレーション結果である広域海流予測データを同化
により補正することで、実際に計測した最新データに鑑みた高精度かつ信頼性の高い沿岸
海流予測データを迅速に導出し、要求に適した所望の海流予測情報を提供することができ
る。
【００９２】
　また、本実施形態によれば、通信障害等が起こりやすい海域からのデータ配信を行う際
、所定の周期でのリトライ送信や、他の中継地点、アクセスポイント、船舶等を介して通
信を行うこともできるため、複数の船舶が取得した沿岸海流個別情報を無駄にすることな
く、随時最新な情報を送信することができる。
【００９３】
　また、本実施形態によれば、対水船速を計測するＬＯＧ船速計の代替としてプロペラの
回転数及びエンジン等の主機関や燃料消費量等の計測結果に当該プロペラの仕様や性能等
を加味することで、逆算的に海流の流速を求めることができるため、ＬＯＧ船速計がなく
ても対地船速の導出は可能となる。
【００９４】
　したがって、陸地沿岸域を航行する内航船にとって、好適な運航スケジュールや最適航
海計画の立案が実現し得る。すなわち、理想の航海を妨げる大きな要因ともなり得た海流
の予測情報が正確性をもって提供されれば、その海流の予測情報を利用し、その他の気象
・海象の予測情報等も含めて立案した運航スケジュールや最適航海計画は信頼性が極めて
高いものとなる。それにより、スケジュールの大幅の変更が発生することもなく、船舶の
運用上にも絶大な効果を有する。すなわち、無駄なエネルギー消費の抑制効果も働き、最
大で約２０％の燃費の向上にもつながる（シミュレーション実験による）。また、エネル
ギー消費の抑制により排気ガスの排出量も減少するため、環境負荷の低減効果も有する。
【００９５】
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の主旨を逸脱しな
い範囲内で種々変更して実施することが可能である。
【００９６】
　また、上述した実施例は、本発明に係る技術思想を具現化するための実施形態の一例を
示したにすぎないものであり、他の実施形態でも本発明に係る技術思想を適用することが
可能である。
【産業上の利用可能性】
【００９７】
　本発明に係る海流データ同化方法および同化システムは、一般的に海洋での使用に限ら
ず、河川、湖水等あらゆる水系で利用される船舶で使用することが可能である。
【００９８】
　また、本願に係る技術思想を基に、船舶に限らずブイ、浮遊構造物のほか、たとえばよ
り海流の影響を受けると想定される潜水艦等において、実運用中の乗物が計測した最新の
実測データに基づいてシミュレーション結果に同化して求めた予測データは、高精度で信
頼性が高いため、省エネルギー化及び環境負荷の低減化において、船舶や浮体をはじめと
した海事産業全般のみならず、広く社会全般に対して大きな有益性をもたらすものである
。
【符号の説明】
【００９９】
１０１…ＧＰＳ、１０２…ジャイロコンパス、１０３…ＬＯＧ船速計、１０５…通信装置
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、２０２…沿岸海流観測データ処理部、２０４…沿岸海流予測データ処理部、２０８…通
信装置
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